
国政選挙の地方公共団体の職員給与関係法令の簡単な説明版 

 ２００５．９．１１ 

 

◆ 地方自治法◆ 

 http://www.houko.com/00/01/S22/067.HTM 

 

 第２条の２項の１０号の別表で、第１号法定受託事務として都道府県及び市

町村に「衆議院議員又は参議院議員の選挙」、第２号法定受託事務として市町村

に「都道府県の議会の議員又は長の選挙」を規定している。 

 

◆具体的な経費は、「国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律」◆ 

http://lios.web.infoseek.co.jp/cdroppo/digitalroppo/S25HO179.html 

 

 で基準を示している。超過勤務手当費（時間外手当）は規定されている。 

 

◆ 地方交付税法◆ 

 http://www.houko.com/00/01/S25/211.HTM 

 

第１２条（測定単位及び単位費用）が定められている。 

 解説書では、選挙関係も積算根拠に含まれていることが散見されるが、「長・

議員選挙費」とあるから、地方公共団体の選挙とみられ、いずれにしても「職

員給与」はなく「超過勤務手当費」が示されているだけである。 

 

◆ 地方財政法◆ 

 http://www.houko.com/00/01/S23/109.HTM 

 

 

（地方財政運営の基本）第２条２項は「国は・・地方公共団体に負担を転嫁す

るような施策を行つてはならない。」 

（地方公共団体が負担する義務を負わない経費）第 10 条の４ 「専ら国の利害

に関係のある事務を行うために要する次に掲げるような経費については、地方

公共団体は、その経費を負担する義務を負わない。 

1．国会議員の選挙、最高裁判所裁判官国民審査及び国民投票に要する経費」 

 

（国の負担金の支出）第 17 条 「国は、第 10 条から第 10 条の４までに規定す

る事務で・・国が負担する金額（以下「国の負担金」という。）を、当該地方公



共団体に対して支出するものとする。 

 

（国の支出金の算定の基準） 

第 18 条 「国の負担金・・支出金（以下国の支出金という。）の額は、地方公

共団体が当該国の支出金に係る事務を行うために必要で且つ充分な金額を基礎

として、これを算定しなければならない。」 

 

（国の支出金の支出時期）第 19 条 「国の支出金は・・経費の支出時期に遅れ

ないように、これを支出しなければならない。」 

 

（負担金等の使用）第 25 条 「国の負担金及び補助金並びに地方公共団体の負

担金は、法令の定めるところに従い、これを使用しなければならない。」 

 

（都道府県がその事務を市町村等が行うこととする場合の経費）第 28 条 「都

道府県がその事務を市町村が行うこととする場合においては、都道府県は、当

該市町村に対し、その事務を執行するに要する経費の財源について必要な措置

を講じなければならない。」 

 

（都道府県及び市町村の負担金の支出）第 29 条 「都道府県は、都道府県が負

担する金額を、・・当該市町村に対して支出するものとする。 

 

（都道府県及び市町村の負担金等における準用規定） 

第 30 条 第 18 条、第 19 条及び第 25 条の規定は、都道府県及び市町村の負担

金並びに都道府県が市町村に対して交付する補助金等の支出金に、これを準用

する。 

 

 


